
言語道断の不正行為

自然エネルギー原
発
撤
退
で
こ
そ
普
及

「安全宣言」の偽り認める

「テスト」は専門家の英知を

原発 “やらせ”しないと安全説明できず　

　九電の “やらせ ”メール問題は、原発
の安全性という国民の命にかかわる問題で
の不正。福島事故で原発に不安を募らせ
ている国民をだます言語道断の行為です。

　“やらせ”メール問題は、原発
が “やらせ”という不正をしないと
安全の説明ができない、危険なし
ろものであることを認めたようなもの
です。

■政府は真相究明に責任を

　“やらせ ”を指示したのは、原
子力担当の九電副社長（当時）

だったことが明らかになりました。ま
さに組織ぐるみです。
　政府は、原因究明と再発防止を
九電に指示しましたが、不正をし
た当事者にまともな真相解明をでき
るはずがありません。
　政府が直接乗り込んで事実関係
を全面的に明らかにし、国会に報
告するべきです。

　原発の再稼働問題で菅首相は、ストレステ
スト（耐性試験）が必要だという方針を示しま
した。これは、再稼働要請にあたっての政府
の「安全宣言」が偽りであると認めるものです。
　政府は福島原発事故後、電力会社に安全
対策を指示しましたが、とられた対策は水素
爆発対策としてドリルを備えておく程度。こん
な小手先の対策で「安全」とはとてもいえま
せん。

　ストレステストをやるのは原子力安
全委と原子力安全・保安院。いずれ
も原発の安全対策で役に立たなかっ
たことは、福島原発事故で証明ずみ。
やるなら、「安全神話」にとらわれて
いない専門家の英知を総結集するべ
きです。

　再生可能エネルギーの潜在能力は、原発の供給
能力の40倍もあります。にもかかわらず、開発が遅
れているのは政治の責任です。この５年間で原子
力対策には２兆円以上の税金をつぎ込む一方、自
然エネルギーは6500 億円にも達しません。ドイツは
2022 年までに原発全廃を決め、自然エネルギーを
2050 年までに現在の16％を80％にする計画です。
　日本の世論調査でも、82％が原発の廃炉を求め
ています。原発撤退を決断してこそ自然エネルギー
の本格的開発・普及ができます。

命の問題で国民だまし
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日本の自然エネルギーは大きな可能性を持っている
（単位：KW）

再生可能エネルギー
ポテンシャル（可能性）

非住宅系太陽光発電
風 力 発 電
中小水力発電
地 熱 発 電

1億5,000万
18億8,000万

1,400万
1,400万

計　20億7,800万

計　2億3,715万

4,885万

原発の供給能力
（54基）

現在の
電力供給能力

出典：環境省「再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査」（2010年度）、
　　日本エネルギー経済研究所「エネルギー経済統計要覧」（2009年度版）より作成

既設の原発をどうするべきか 全国世論調査

わからない
無回答 4.1

現状維持 14.1

直ちにすべて廃炉 9.4

定期検査に入った
ものから廃炉 18.7

電力供給に応じて
廃炉を進める 53.7

82
％
が
廃
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求
め
る出典：日本世論調査会「全国世

論調査」（6/11-12実施）　
東京新聞（11.6.19）より

▲福井県・美浜原発


